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   第 ４ 回   熊本県議会  建設常任委員会会議記録 

 

平成23年12月13日(火曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時57分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成23年度熊本県一般会計補

正予算（第６号） 

 議案第３号 平成23年度熊本県港湾整備事 

  業特別会計補正予算（第１号） 

 議案第４号 平成23年度熊本県流域下水道 

  事業特別会計補正予算（第１号） 

 議案第16号 熊本県地域振興局設置条例及 

  び熊本県熊本土木事務所設置条例の一部 

  を改正する条例の制定について 

 議案第20号 工事請負契約の締結について 

 議案第21号 工事請負契約の変更について 

 議案第25号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第26号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第27号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第28号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第29号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第30号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第31号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第33号 平成23年度熊本県一般会計補 

  正予算（第７号） 

 議案第34号 平成23年度熊本県流域下水道 

  事業特別会計補正予算（第２号） 

 報告第２号 専決処分の報告について 

 報告第３号 専決処分の報告について 

 請第13号 建設に働く仲間と地域経済を救 

  うルールづくりに関する請願 

 閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて 

 報告事項 

  ①川辺川ダムに関する最近の状況につ

  いて 

  ②五木ダムに関する最近の状況につい

  て 

  ③熊本県住宅マスタープランの改定に 

  ついて 

 ――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 小早川 宗 弘 

        副委員長 山 口 ゆたか 

        委  員 山 本 秀 久 

        委  員 堤   泰 宏 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 東   充 美 

        委  員 泉   広 幸 

        委  員 緒 方 勇 二 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 土木部 

            部  長 戸 塚 誠 司 

         政策審議監 鷹 尾 雄 二 

      道路都市局長 野 田 善 治 

     河川港湾局長兼 

     土木技術審議監 上 谷 昌 史 

      建築住宅局長 生 田 博 隆 

        監理課長 金 子 徳 政 

      用地対策課長 成 瀬   茂 

    土木技術管理課長 西 田   浩 

      道路整備課長 増 田   厚 

      道路保全課長 亀 田 俊 二 

      都市計画課長 内 田 一 成 
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      下水環境課長 軸 丸 英 顕 

        河川課長 林   峻一郎 

        港湾課長 手 島 健 司 

        砂防課長 高 永 文 法 

        建築課長 坂 口 秀 二 

        営繕課長 田 邉   肇 

        住宅課長 平 井   章 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 平 田 裕 彦 

     政務調査課主幹 竹 本 邦 彦 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○小早川宗弘委員長 時間となりましたの

で、ただいまから第４回建設常任委員会を開

会いたします。 

 まず、本日の委員会に２名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることにしま

した。 

 それから、先日実施しました管外並びに管

内視察につきましては、委員の多数の先生方

に御参加をいただきましてありがとうござい

ました。視察の成果については、今後の委員

会審議に十分役立ててまいりたいというふう

に思っております。 

 次に、今回付託されました請第13号につい

て、提出者から趣旨の説明の申し出があって

おりますので、これを許可したいと思いま

す。 

 それでは、請第13号について、説明者を入

室させてください。 

  （請第13号の説明者入室) 

○小早川宗弘委員長 説明者の方に申し上げ

ます。各委員には請願書の写しを配付してお

りますので、説明は簡潔にお願いしたいと思

います。 

 それでは、お願いします。 

  （請第13号の説明者の趣旨説明) 

○小早川宗弘委員長 ありがとうございまし

た。趣旨はよくわかりました。後でよく審査

しますので、本日はこれでお引き取りくださ

い。 

  （請第13号の説明者退室) 

○小早川宗弘委員長 次に、本委員会に付託

されました議案等を議題とし、これについて

審査を行います。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め

た後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。また、本日の説明を行われる際は、執行

部の皆さん方は着座のまま、なお、説明はで

きるだけ簡潔にお願いしたいと思います。 

 それでは、戸塚土木部長、総括説明をして

ください。 

 

○戸塚土木部長 おはようございます。 

 着座にて説明をさせていただきます。 

 初めに、小早川委員長初め委員の皆様方に

は、去る11月８日から10日にかけて、宮城県

仙台市で展開しているくまもとアートポリス

東北支援「みんなの家」プロジェクトなど

を、さらに11月24日には、管内の八代港及び

熊本港を御視察いただきましたことに対しま

して、お礼申し上げます。 

 それでは、今回の定例県議会に提出してお

ります議案の説明に先立ち、最近における土

木部行政の動向について御報告申し上げま

す。 

 まず、国の公共事業関係予算についてです

が、今年度当初、東日本大震災の復旧・復興

事業の財源確保のため５％が執行留保されて

おりましたが、先般解除され、約16億円の事

業を速やかに執行することとしております。 

 さらに、早期実施が必要な県単独公共事業

について、前年度の約２倍、約18億円のゼロ

県債の設定及び国の第３次補正予算に対応し

た追加補正として約45億円を今定例県議会に

お願いするなど、予算総額の確保に努めてお

ります。 

 次に、川辺川ダム関係及び五木ダムについ

てでございます。 
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 球磨川の治水については、ダムによらない

治水を検討する場の第９回会議で幹事会の設

置が承認され、その第１回会議が去る10月31

日に開催されました。 

 直ちに実施する対策を早急に実施するとと

もに、引き続き検討する対策について、可能

なものから順次実施の段階に移せるよう、ス

ピード感を持って国及び流域市町村と検討を

進めてまいります。 

 また、五木ダムについては、去る11月21日

に、県の再評価監視委員会から、事業中止は

妥当との答申がありました。地元には、今な

お洪水に対する恐怖や不安があり、一日も早

くこれらを解消する必要があります。 

 そのため、知事は、年内に最終判断をする

考えであり、五木村に対して治水対策案を説

明できるよう、最大限の努力を行ってまいり

ました。先般、五木村から、県の説明を聞く

との御了解が得られ、明日14日に村議会に事

前説明を行った上で、20日に治水対策案を説

明する予定であります。 

 それでは、今定例県議会に提案しておりま

す土木部関係の議案について御説明いたしま

す。 

 今回提案しております議案は、補正予算関

係議案５件、条例等関係議案10件、報告関係

２件でございます。 

 初めに、補正予算の概要について御説明い

たします。 

 今回の補正予算は、冒頭提案分３件、追加

提案分２件、合計５件の御審議をお願いして

おります。 

 冒頭提案分につきましては、６月から９月

に発生した豪雨に伴う県管理の河川、砂防、

道路の公共土木施設の災害復旧に要する経費

等に伴う補正で、一般会計、特別会計を合わ

せまして合計で１億1,757万9,000円の増額補

正をお願いしております。 

 あわせて、公共事業の発注の平準化等を図

るため、県単独の公共事業について18億700

万円の債務負担行為、いわゆるゼロ県債を設

定し、事業の早期かつ円滑な執行を図ること

としております。 

 また、次年度へ繰り越す繰越明許費の設定

として322億2,300万円をお願いしておりま

す。 

 追加提案分につきましては、国の第３次補

正予算に基づく全国防災対策に即応した公共

事業費について、一般会計、特別会計を合わ

せて44億5,440万9,000円の増額補正をお願い

しております。この結果、冒頭提案分と合算

した11月補正予算総額は45億7,198万8,000円

となります。 

 あわせて、繰越明許費の設定として、国直

轄事業負担金を除いた39億5,954万9,000円の

追加設定をお願いしております。この結果、

冒頭提案分と合算した繰越明許費の設定総額

は361億8,254万9,000円となります。 

 次に、条例等関係議案につきましては、熊

本県地域振興局設置条例及び熊本県熊本土木

事務所設置条例の一部を改正する条例の制定

について１件、工事請負契約の締結及び変更

について２件、道路管理瑕疵関係の専決処分

の報告及び承認について７件、計10件の御審

議をお願いしております。 

 報告案件につきましては、県営住宅の明け

渡し請求及び延滞家賃等支払い請求に係る訴

えの提起等に係る専決処分の報告について２

件を御報告させていただきます。 

 その他報告事項につきましては、川辺川ダ

ムに関する最近の状況についてほか２件でご

ざいます。 

 以上、議案の概要等を総括的に御説明申し

上げましたが、詳細につきましては担当課長

から説明いたしますので、御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 今後とも、各事業の推進に積極的に取り組

んでまいりますので、委員各位の御支援と御

協力をよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 
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○小早川宗弘委員長 次に、付託議案等につ

いて、関係課長から順次説明をお願いしま

す。 

 

○金子監理課長 監理課でございます。 

 最初に、資料の確認をお願いいたします。 

 今回は、建設常任委員会説明資料を冒頭提

案分と追加提案分の２冊とその他報告事項を

３件用意しております。なお、建設常任委員

会説明資料につきましては、表紙に(予算関

係追号)と記載しておりますのが追加提案分

で、もう一方が冒頭提案分でございます。予

算関係議案の説明に当たりましては、各課ご

とに、冒頭提案分に続き追加提案分を説明さ

せていただきます。 

 それではまず、冒頭提案の第１号議案平成

23年度熊本県一般会計補正予算、第３号議案

平成23年度熊本県港湾整備事業特別会計補正

予算及び第４号議案平成23年度熊本県流域下

水道事業特別会計補正予算の概要について御

説明させていただきます。 

 説明資料の１ページをお願いいたします。 

 平成23年度11月補正予算資料についてでご

ざいます。 

 このページは、土木部全体の予算額の状況

を記載しておりますが、ただいま部長の総括

説明にありましたとおり、冒頭提案の補正予

算におきましては、６月から９月に発生した

豪雨に伴う河川等の公共土木施設の災害復旧

に要する経費等の予算を計上しております。 

 その内訳につきましては、上の表の２段目

の今回補正額の欄でございますが、一般会計

の普通建設事業といたしまして、補助事業で

2,550万円の増額を計上しております。 

 次に、災害復旧事業としまして、補助事業

で1,466万円の増額、県単事業で6,811万9,00

0円の増額を計上しております。合わせまし

て、一般会計、計は１億827万9,000円の増額

でございます。 

 次に、その右の特別会計ですが、投資的経

費で930万円の増額を計上しております。 

 その右側の一般会計、特別会計を合わせた

合計の欄でございますが、１億1,757万9,000

円の増額となります。 

 11月補正後の合計額は、一番右下の合計欄

の３段目になりますが、追加提案分の説明の

際にあわせて御説明させていただきますの

で、説明は割愛させていただきます。 

 次に、２ページの平成23年度11月補正予算

総括表をお願いいたします。 

 各課の補正額とその財源内訳を記載してお

ります。表の最下段の土木部合計の欄をごら

んください。 

 財源内訳としまして、国庫支出金が1,923

万6,000円、地方債が6,300万円、その他が3,

534万3,000円の増額となっております。 

 また、３ページ以降の関係課の予算に出て

まいりますが、県単独事業に係る債務負担行

為、いわゆるゼロ県債として18億700万円の

設定をお願いしております。これは、事業発

注の平準化と早期発注による事業効果の早期

発現を図るため、設定をお願いするものでご

ざいます。 

 冒頭提案分に係る土木部全体の予算額の状

況は以上でございます。 

 次に、追加提案分の第33号議案平成23年度

熊本県一般会計補正予算及び第34号議案平成

23年度熊本県流域下水道事業特別会計補正予

算の概要について御説明いたします。 

 予算関係追号分の説明資料の１ページをお

願いいたします。 

 平成23年度11月補正予算資料(追号)につい

てでございます。 

 このページは、土木部全体の予算額の状況

を記載しておりますが、追加提案の補正予算

におきましては、国の第３次補正予算に基づ

く全国防災対策に即応した公共事業費につい

て予算を計上しております。 

 まず、上の表の２段目の補正額の欄につき
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ましては、冒頭提案分として先ほど御説明さ

せていただいた分でございます。 

 予算関係追号の内訳につきましては、３段

目の追加補正額の欄でございますが、一般会

計の普通建設事業としまして、補助事業で38

億8,884万9,000円の増額、直轄事業で４億9,

486万円の増額を計上しております。合わせ

まして、一般会計、計は43億8,370万9,000円

の増額でございます。 

 次に、右の特別会計でございますが、投資

的経費で7,070万円の増額を計上しておりま

す。 

 その右側の一般会計、特別会計を合わせた

合計の欄でございますが、44億5,440万9,000

円の増額となります。 

 以上、11月補正後の合計額は、一番右下の

合計欄の４段目でございますが、冒頭提案分

の１億1,757万9,000円と合わせまして947億

7,045万1,000円となっております。 

 また、各課別の内訳につきましては、その

下の表のとおりとなっております。 

 次に、２ページの平成23年度11月補正予算

総括表(追号)をお願いいたします。 

 各課の追加補正額とその財源内訳を記載し

ております。 

 表の最下段の土木部合計の欄をごらんくだ

さい。 

 追加補正額の財源内訳としましては、国庫

支出金が22億1,860万9,000円、地方債が21億

9,700万円、その他が3,565万円、一般財源が

315万円の増額となっております。 

 追加提案分に係る土木部全体の予算額の状

況は以上でございます。 

 

○成瀬用地対策課長 用地対策課でございま

す。 

 それでは、冒頭提案分を御説明いたしま

す。説明資料３ページをお願いします。 

 収用委員会の審理時に、そのときの審理を

作成するために速記者に速記をお願いしてお

ります。年度末の３月26日に開催します収用

委員会の審理の審議録が、今年度中に納品が

間に合いませんので、冒頭提案分として収用

委員会費34万円を限度額とする債務負担をお

願いします。 

 用地対策課は以上でございます 

 

○西田土木技術管理課長 土木技術管理課で

ございます。 

 ただいまの次のページの４ページをお願い

いたします。 

 上から２段目の建設単価調査費でございま

す。右側の説明欄をごらんください。 

 平成24年度におきまして、1,927万9,000円

の債務負担行為の設定をお願いしておりま

す。 

 この業務は、土木部が発注します公共工事

の積算に用いる建設資材単価などを決定する

ため、市場取引の実態を調査するものでござ

います。切れ目なく調査月の結果を翌月に反

映させる必要があるため、平成24年度におき

ましても、年度当初から調査を開始する必要

があります。 

 土木技術管理課は以上でございます。 

 

○増田道路整備課長 道路整備課でございま

す。 

 それではまず、冒頭提案分について御説明

いたします。説明資料の５ページをお願いし

ます。 

 表の２段目、地域道路改築費でございます

が、説明欄に記載しておりますとおり、国と

の協定に基づく受託事業費2,550万円の増額

補正をお願いしております。 

 内容は、九州横断自動車道延岡線への地域

活性化インターチェンジ整備に関連しまし

て、県道田代御船線ほか１カ所のつけかえを

行いますが、国との協定に基づき国の負担分

を受け入れるもので、財源は全額国からの事

業費収入でございます。 
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 冒頭提案分は以上でございます。 

 次に、予算関係追号分について御説明しま

す。 

 予算関係追号分の説明資料、３ページをお

願いいたします。 

 まず、２段目の国直轄事業負担金でござい

ますが、国の第３次補正予算、全国防災に伴

います負担金の増といたしまして、国道３号

及び57号の事業促進を図るために、1,100万

円の追加補正を計上しております。 

 次に、４段目の地域道路改築費でございま

すが、同じく国の第３次補正予算、全国防災

に伴う増といたしまして、国道が219号ほか

１カ所、県道は横野矢部線ほか９カ所につい

て、６億2,724万9,000円の追加補正を計上し

ております。 

 最下段でございますが、道路整備課の補正

予算は、追号分といたしまして、２事業で合

計６億3,824万9,000円の増額補正をお願いし

ております。 

 道路整備課は以上でございます。 

 

○亀田道路保全課長 道路保全課でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 まず、冒頭提案分につきまして御説明をい

たします。説明資料の６ページをお願いいた

します。 

 冒頭提案分としましては、道路舗装費で、

荒尾長洲線ほか67カ所、総額10億1,210万円

のゼロ県債の設定をお願いしております。 

 事業内容としましては、路面が傷んでいる

箇所の舗装補修や排水に支障を生じている箇

所の側溝を整備するものでございまして、現

地の状況から、来年の梅雨までに工事を完成

させる必要がある箇所をお願いしておりま

す。 

 冒頭提案分については以上でございます。 

 次に、予算関係追号分について御説明しま

す。 

 説明資料の予算関係追号の４ページをお願

いいたします。 

 追号分としましては、国の第３次補正予算

の全国防災対策対応分として、道路施設保全

改築費で総額30億8,700万円の増額補正をお

願いしております。 

 補正の内容としましては、災害防除事業と

して、国道212号ほか61カ所、橋梁補修事業

として、国道266号の天草五橋の中の橋、そ

れと前島橋の２橋を予定しております。いず

れも防災・震災対策を推進するため、道路斜

面の災害防災対策や橋梁の耐震対策を行うも

のでございまして、現地の状況から、緊急性

が高い箇所において事業着手をお願いしてい

るものでございます。 

 なお、補正後の道路保全課の予算額総計は

203億3,600万円余となります。 

 道路保全課の説明は以上でございます。 

 

○軸丸下水環境課長 下水環境課でございま

す。 

 まず、冒頭提案分について御説明いたしま

す。説明資料の７ページをお願いいたしま

す。 

 流域下水道事業特別会計のうち、熊本北部

流域下水道建設費について、930万円の補正

をお願いしております。これは、旧植木町に

隣接する熊本市の区域などを、新たに熊本北

部流域下水道の処理区域に追加するための設

計委託費でございます。 

 次に、予算関係追号分について御説明いた

します。予算関係追号分説明資料の５ページ

をお願いいたします。 

 流域下水道特別会計ですが、２行目の熊本

北部流域下水道建設費として3,030万円、４

行目の八代北部流域下水道建設費として4,04

0万円、２事業で合計7,070万円の追加補正を

お願いしております。それぞれ国の第３次補

正予算、全国防災を受けて、下水道施設の耐

震対策を進めるための費用でございます。 

 熊本北部流域下水道では、浄化センター水
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処理施設の耐震補強工事、八代北部流域下水

道では、地震時に地盤が液状化するおそれが

ある地域での下水道幹線管渠の耐震対策工事

に取り組むものでございます。 

 下水環境課は以上でございます。 

 

○林河川課長 河川課でございます。 

 それではまず、冒頭提案分について御説明

いたします。資料の８ページをごらんくださ

い。 

 まず、上から２段目の河川海岸維持修繕費

ですが、右の説明欄にございますように、ゼ

ロ県債として２億円の債務負担行為の設定を

お願いしております。内容は、河川・海岸施

設の巡視や点検、簡易な維持、修繕などを行

うものです。 

 続きまして、４段目の河川等補助災害復旧

費で1,466万円の増額を計上しております。

内容は、その１行下の市町村災害復旧指導監

督事務費で、これは市町村が施行する災害復

旧事業に係る指導監督事務費になります。 

 次に、下から５段目の河川等単県災害復旧

費になります。 

 内訳の１つ目は、その下の現年発生災害復

旧工事費で、6,111万9,000円の増額を計上し

ております。 

 説明欄にありますように、これは、補助災

害復旧事業の対象基準を満たさない箇所につ

いて、単県で行う災害復旧事業費でございま

す。熊本市の白川ほか56カ所の予算でござい

ます。 

 内訳の２つ目が、下から３段目の災害復旧

事業設計調査費で700万円の増額を計上して

おります。これは、災害復旧箇所の調査、測

量設計のための委託費で、今回は８月以降の

被災箇所分を計上しております。 

 以上、最下段にありますとおり、冒頭提案

分として３事業で合計8,277万9,000円の増額

をお願いしております。 

 次に、予算関係追号分について御説明いた

します。 

 予算関係追号資料の６ページをお願いいた

します。 

 まず、最上段の河川海岸総務費で４億8,38

6万円の増額を計上しております。これは、

その一段下の国直轄事業負担金でございまし

て、国の第３次補正予算に伴う直轄河川事業

の県負担金になります。球磨川ほか２河川分

でございます。 

 次に、３段目の河川改良費で１億7,460万

円の増額を計上しております。内容は、その

下の河川改修事業費になります。同じく、第

３次補正予算に伴う増として、水俣川及び坪

井川の改修を予定しております。 

 以上、最下段に記載しておりますとおり、

追号分として２事業で合計６億5,846万円の

増額補正をお願いしております。 

 河川課は以上でございます。 

 

○手島港湾課長 港湾課でございます。 

 説明資料の９ページをお願いいたします。

冒頭提案分だけでございます。 

 一般会計でございます。 

 単県港湾整備事業費の右の説明欄、ゼロ県

債でございますが、これは熊本港ほか３カ所

のしゅんせつ事業における債務負担行為の設

定でございます。 

 これは、９月から翌年の３月までの間、ノ

リの養殖が行われるため、その期間前に工事

を終える必要があるためでございます。 

 港湾課の一般会計は以上でございます。 

 続きまして、港湾整備事業特別会計を説明

いたします。次の10ページをお願いいたしま

す。 

 庁舎等の施設管理業務に関しまして、債務

負担行為の設定をお願いしております。 

 港湾課は以上でございます。 

 

○高永砂防課長 砂防課でございます。 

 それでは、冒頭提案分について御説明いた
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します。説明資料の11ページをごらんくださ

い。 

 砂防課として、２件の債務設定を予定して

います。 

 まず、２段目の単県砂防事業費では、熊本

市大鳥居町の大鳥居川で3,500万円の債務設

定を予定しています。この事業は、渓流の侵

食を防止し、周辺地山の安定を図るため、主

に床固め工により整備するものです。 

 次に、３段目の単県急傾斜地崩壊対策費で

は、天草市五和町の大渡地区で990万円の債

務設定を予定しています。この事業は、急傾

斜地の崩壊を防止するため、主に擁壁工によ

り整備するものです。 

 いずれの事業も、本年度内に工事を発注

し、来年の梅雨までに工事を終わる計画で

す。 

 以上、冒頭提案分として、２事業で合計4,

490万円の債務設定をお願いしております。 

 砂防課は以上でございます。 

 

○金子監理課長 監理課でございます。 

 説明資料の冒頭提案分の12ページ、追加提

案分の７ページをお願いいたします。 

 平成23年度繰越明許費についてでございま

すが、説明は予算関係追号の資料に沿って説

明いたします。追号資料の７ページをお願い

いたします。 

 冒頭提案に係る繰越明許費については設定

金額の欄に、追加提案に係る繰越明許費につ

いては追加設定金額の欄に記載しておりま

す。 

 冒頭提案に係る繰り越しは、９月補正後の

本年度予算に対し、過去の繰り越し確定率等

により算定しました繰越金額についての設定

をお願いしております。 

 追加提案に係る繰り越しは、追号予算のう

ち、国直轄事業負担金を除く分の全額につい

て設定をお願いしております。 

 土木部における平成23年度繰越明許費は、

１の一般会計につきましては、冒頭提案分が

310億2,900万円、追加提案分が38億8,884万

9,000円で、合わせまして349億1,784万9,000

円の設定をお願いしております。 

 ２の港湾整備事業特別会計につきまして

は、冒頭提案分で２億5,200万円の設定をお

願いしております。 

 ３の流域下水道事業特別会計につきまして

は、冒頭提案分が９億4,200万円、追加提案

分が7,070万円で、合わせて10億1,270万円の

設定をお願いしております。 

 なお、一般会計、特別会計を合わせました

土木部合計は、一番下の合計の欄に記載して

おりますとおり、冒頭提案分が322億2,300万

円、追加提案分が39億5,954万9,000円で、合

わせまして361億8,254万9,000円となりま

す。 

 事業の繰越額の縮減については、改めて事

業の進行管理と効率的な執行を図るよう徹底

し、引き続き縮減に努めてまいります。 

 次に、条例関係でございます。 

 説明資料は、冒頭提案分の13ページをお願

いいたします。 

 第16号議案熊本県地域振興局設置条例及び

熊本県熊本土木事務所設置条例の一部を改正

する条例の制定についてでございます。 

 その概要につきまして、資料14ページで御

説明いたします。 

 制定改廃の必要性につきましては、熊本市

が地方自治法第252条の19の第１項の指定都

市に指定されることに伴い、地域振興局の土

木に関する事務に係る所管区域の特例及び熊

本土木事務所の所管区域の特例を廃止するた

め、関係規定を整備するものでございます。 

 内容としましては、１つ目が、熊本県地域

振興局設置条例の一部改正でございまして、

熊本市と下益城郡城南町の廃置分合及び熊本

市と鹿本郡植木町の廃置分合の際設けた宇城

地域振興局及び鹿本地域振興局の土木に関す

る事務に係る所管区域の特例を廃止するもの
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でございます。 

 ２つ目が、熊本県熊本土木事務所設置条例

の一部改正でございまして、熊本市と下益城

郡城南町の廃置分合及び熊本市と鹿本郡植木

町の廃置分合の際設けた熊本土木事務所の所

管区域の特例を廃止するものでございます。 

 この条例は、平成24年４月１日から施行す

るものでございます。 

 続きまして、第20号議案及び第21号議案に

つきましては、工事請負契約に関する議案に

なりますので、監理課から一括して説明させ

ていただきます。 

 15ページをお願いいたします。 

 第20号議案工事請負契約の締結についてで

ございます。 

 工事名は、国道445号活力創出基盤交付金

清水トンネル工事。工事内容は、トンネル

工。工事場所は、八代市泉町柿迫地内。工期

は、契約締結の日の翌日から平成25年10月31

日まで。契約金額は、15億7,500万円。これ

は消費税及び地方消費税相当額を含む額で

す。契約の相手方は、味岡・緒方・礎・岩永

建設工事共同企業体、契約の方法は、一般競

争入札でございます。 

 次に、16ページをお願いいたします。 

 第20号議案の入札経緯及び入札結果につい

てでございます。 

 １の競争入札に参加する者に必要な資格と

して、上段から、建設工事の種類、共同企業

体の構成員数、格付等級または経営事項審査

の総合評定値、営業所の所在地、施工実績に

関する事項及び配置予定技術者に関する事項

について、記載のとおり設定をしておりま

す。 

 ２の評価に関する基準ですが、本工事は、

入札時に施工計画書等の提出を求め、技術評

価と入札価格を総合的に評価して落札者を決

定する総合評価方式の適用工事のうち、品質

確保のための体制、その他の施工体制の確保

状況を確認し、施工内容を確実に実現できる

かどうかについて審査し評価を行う、施工体

制確認型総合評価方式で実施しております。 

 施工計画としては、トンネル工事におい

て、施工上の課題及び配慮すべき事項が重要

であることから、次のような課題を設定し、

提出された施工計画書等の評価に基づく技術

評価点を入札価格で除して算出した評価値が

最も高い者を落札者としております。 

 17ページをお願いいたします。 

 上段の表が、設定した課題でございます。 

 ３の開札及び総合評価結果でございます

が、入札には２つの建設工事共同企業体が参

加し、平成23年９月26日に開札を行い、評価

値を算出しております。 

 その結果、一番上の段の技術評価点が117.

1で、15億4,900万円の予定価格に対しまし

て、15億円で入札した味岡・緒方・礎・岩永

建設工事共同企業体が、評価値7.8067と最も

高い評価値となり、落札を決定しておりま

す。 

 19ページをお願いいたします。 

 第21号議案工事請負契約の変更についてで

ございます。 

 この議案は、平成22年９月定例県議会にお

いて議決された工事請負契約について、工事

内容の変更等のため、工期の変更を行うもの

でございます。詳細につきましては、20ペー

ジの概要により説明させていただきます。 

 工事名は、県営山の上団地建築工事。工事

内容は、鉄筋コンクリート造り10階建て、84

戸、延べ面積5,612平方メートル。工事場所

は、熊本市大江２丁目２番地内。請負契約締

結日は、平成22年10月８日。契約金額は、９

億1,875万円。請負業者は、三津野・竹内建

設工事共同企業体。変更工期は、平成22年10

月12日から平成24年１月31日までを、平成22

年10月12日から平成24年３月15日までに変

更。これは44日の延長となります。 

 工期変更の主な理由としましては、くい地

業等における転石処理等に係る工期延長で、
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本工事のくい地業において、予測できない転

石が存在したことにより、施工方法の検討及

び処理に不測の日数を要し、さらに、基礎根

切り工事において、旧兵舎跡のコンクリート

基礎等が存在し、撤去に不測の日数を要した

ことによる工期の延長でございます。 

 監理課からは以上でございます。 

 

○亀田道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 道路の管理瑕疵に関する専決処分の報告及

び承認については、冒頭提案説明資料の21ペ

ージの第25号議案から33ページの第31号議案

までの７件でございます。 

 初めに、第25号議案及び第26号議案の２件

についてでございますが、資料の21ページか

ら24ページをごらんください。詳細は、いず

れも右ページの概要にて説明いたします。 

 本件２件は、平成23年６月18日午後10時ご

ろ、八代市井揚町の一般県道八代不知火線

で、道路舗装面にできていた穴ぼこに通行中

の普通乗用車及び軽四輪乗用車が落輪し、ど

ちらも同車の右前輪タイヤ等を損傷したもの

であります。 

 和解の相手方には、損害額の７割をそれぞ

れ賠償することとして、第25号議案が２万8,

588円を、第26号議案が２万9,547円を賠償し

ております。 

 なお、本件事故は、さきの９月議会で御説

明していたところですが、同一箇所で連続し

て３件発生した穴ぼこ事故のうちの２件であ

ります。ほかの１件につきましては、９月議

会で既に御承認をいただいているところでご

ざいます。 

 次に、第27号議案でございますが、資料の

25ページから26ページをお願いします。 

 本件は、平成23年７月６日午前７時20分ご

ろ、球磨郡山江村万江の一般県道坂本人吉線

で、道路右側ののり面から通行の直前に落下

してきた石に普通乗用車が衝突し、同車のフ

ロントバンパーなどを損傷したものであり、

和解の相手方が回避することは困難であった

ことなどを考慮して、修理費の全額に当たる

15万9,760円を賠償しております。 

 次に、第28号議案でございますが、資料の

27ページから28ページをお願いします。 

 本件は、平成23年７月16日午後２時ごろ、

八代市豊原町の一般国道219号で、舗装面の

亀裂からしみ出していたアスファルト乳剤

が、通行中の普通乗用車の右後輪に付着し、

同車のタイヤを損傷したものであり、和解の

相手方が回避することは困難であったことな

どを考慮して、修理費の全額に当たる２万4,

905円を賠償しております。 

 次に、第29号議案でございますが、資料の

29ページと30ページをお願いします。 

 本件は、平成23年９月２日午後８時30分ご

ろ、熊本市植木町鐙田の一般県道植木河内港

線で、道路右側ののり面から落下してきた竹

が通行中の軽四輪乗用車を直撃し、同車のル

ーフパネルを損傷したものであり、和解の相

手方が回避することは困難であったことなど

を考慮して、修理費の全額に当たる12万2,80

0円を賠償しております。 

 次に、第30号議案でございますが、資料の

31ページと32ページをお願いします。 

 本件は、平成23年９月24日午後８時30分ご

ろ、八代市坂本町西部今泉の一般県道219号

で、道路左側ののり面から落下してきた石に

通行中の普通乗用車が衝突し、同車の燃料タ

ンクなどを損傷したものであり、和解の相手

方には、修理費の３割に当たる４万9,143円

を賠償しております。 

 最後に、第31号議案でございますが、資料

の33ページから34ページでございます。 

 本件は、平成23年９月25日午前11時ごろ、

宇土市城之浦町の一般県道川尻宇土線で、道

路左側に縦断方向に設置されていた鋼製側溝

ぶたを巻き上げ、普通貨物車の下周りなどを

損傷したものであり、和解の相手方が回避す
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ることは困難であったことなどを考慮して、

修理費の全額に当たる６万7,697円を賠償し

ております。 

 道路保全課の提出議案は以上でございま

す。よろしくお願いします。 

 

○平井住宅課長 住宅課でございます。 

 冒頭提案分でございますが、２件の専決処

分の報告をさせていただきます。資料の35ペ

ージをお願いいたします。 

 報告第２号の専決処分の報告は、県営住宅

の家賃滞納者に対します県営住宅の明け渡し

請求及び滞納家賃等の支払い請求の訴えの提

起を行うものでございます。 

 35ページから37ページまでが内容でござい

ますが、37ページの概要で御説明させていた

だきます。 

 専決日は、平成23年11月４日でございま

す。 

 今回の明け渡し等請求に係る訴えの提起

は、６カ月以上または10万円以上の家賃等の

滞納者で、自主的な滞納解消が見込めないも

の８件について、11月22日に熊本地方裁判所

に提訴を行ったものでございます。 

 この８件につきましては、これまで何回と

なく納入指導を行ってまいりましたが、呼び

出しにも応じない、また、納入の誓約はする

ものの、それを守らないといった滞納者でご

ざいます。 

 滞納総額は123万4,900円、滞納総月数は71

カ月となっております。 

 これまでの訴訟の実施状況は、括弧に掲げ

ておりますが、今回が41回目の提訴となり、

今回を含め991件となっております。 

 続きまして、39ページをお願いいたしま

す。 

 報告第３号の専決処分の報告は、県営住宅

の滞納家賃等の支払いにつきまして、訴えの

提起前の和解を行うものでございます。 

 39ページから41ページが内容でございます

が、41ページの概要で御説明させていただき

ます。 

 専決日は、平成23年11月４日でございま

す。 

 この和解は、６カ月以上または10万円以上

の家賃滞納者で、自主的な滞納解消が見込め

るもの５件について、11月22日に熊本簡易裁

判所に即決和解の申し立てを行ったものでご

ざいます。 

 滞納総額は98万6,500円、滞納総月数は46

カ月となっております。 

 この５件につきましては、先ほどの提訴の

対象者と異なりまして、滞納解消のための家

賃納付を誓約する意思を示しているため、訴

訟提起する前に、裁判所の関与のもとで今後

の支払い方法等について和解を行うものであ

りまして、判決と同様の効果があり、より迅

速で効率的に、強制力を伴う手段を確保して

いくものでございます。 

 これまでの和解の実施状況は、括弧に掲げ

ておりますが、今回が14回目の和解となり、

今回を含め169件となっております。 

 県営住宅の家賃滞納解消につきましては、

新たな家賃滞納者をふやさないよう、今後も

口座振替の促進や訪問徴収の強化など、徹底

した徴収の促進により滞納防止に努めてまい

ります。 

 住宅課は以上でございます。 

 

○小早川宗弘委員長 以上で執行部の説明が

終わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、この付託議案に関する質疑に委員の

皆さん方は質問していただきたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 なければ、以上で質疑

を終了いたします。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第３号、第４号、第16号、第20
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号、第21号、第25号から第31号まで、第33号

及び第34号について、一括して採決したいと

思いますが、御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 異議なしと認め、議案

第１号外14件について、原案のとおり可決ま

たは承認することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 御異議なしと認めま

す。よって、議案第１号外14件は、原案のと

おり可決または承認することに決定いたしま

した。 

 次に、請願の方に入りたいと思いますけれ

ども、請第13号について審議したいと思いま

す。 

 請第13号建設に働く仲間と地域経済を救う

ルールづくりに関する請願について、執行部

からの状況説明を求めたいと思います。 

 金子監理課長。 

 

○金子監理課長 監理課でございます。 

 熊本県建築労働組合から請第13号が出され

ております。これについて御説明申し上げま

す。 

 請願の１つ目の一般競争入札の適用金額の

引き上げについてでございますが、地方自治

法が一般競争入札を原則としていること、ま

た、指名競争入札に係る不祥事件などを受け

て、平成18年12月に、全国知事会は、都道府

県の公共調達改革に関する指針において、指

名競争入札の廃止及び1,000万円以上の工事

は、原則として一般競争入札によるとの方針

を打ち出しております。 

 県としても、透明性及び競争性の高い入札

契約制度の整備に向けて、知事会の指針に沿

って一般競争入札制度の拡大を推進してきた

経緯があり、現時点では一般競争入札の適用

金額を引き上げる状況にはないと考えており

ます。 

 次に、請願の２の公契約条例の制定につい

てでございますが、公契約条例は、労働者の

賃金等の額を地方自治体が指定し、公共工事

の賃金水準を確保することなどを目的に、国

内では、千葉県の野田市、神奈川県の川崎市

など、一部の市で制定されていますが、都道

府県での制定実績はありません。 

 これまで政府は、民間部門の賃金、その他

の労働条件は、関係当事者の労使間で合意さ

れるべきものであり、労働基準法違反の場合

を除き、政府が介入するのは不適当との見解

を示しておりますが、県としても同様の考え

であり、現時点では条例制定は困難と考えて

おります。 

 説明は以上でございます。 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、質疑に入り

たいと思いますが、ただいまの請第13号の説

明に関して質疑はありませんか。 

 

○松岡徹委員 これは以前もいろいろ議論が

あったようですけれども、さっきの請願の趣

旨説明でもあったように、実際上はかなり業

者の方の、何というか、負担というかな、危

機感を強めているというかね。 

 私も、もとより一般競争入札、とりわけ条

件つき一般競争入札の方向を是としている立

場ではあるんですけれども、私が聞いたとこ

ろでは、Ｂ、Ｃ級の業者、企業の1,534社の

うち1,313社を回ったそうですよ。そして、

そのうち423社から署名をもらって、やっぱ

りその中で言われているのは、結局は全体の

９割になる1,000万円以上からＢ、Ｃの人が

事実上除かれるわけですたいね。その辺のと

ころで、確かに一般競争入札は否定はしない

んだけれども、一遍にそういうふうにして、

実際、業者の立場から見るならばどうなのか

と。 

 ですから、いわゆる激変緩和で、当面2,00

0万円とかの線にするとか、そういうような

点が――やっぱり行政が決めればそれでどっ
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といくわけだから、しかし、実際、生身の人

間、生身の企業、そこには経営者があり、従

業員がいるわけで、その辺のところはどうな

んですかね。 

 

○金子監理課長 今回の入札制度、発注標準

を変更したわけですけれども、これまでも入

札制度については順次改革をしてきていると

ころでございます。 

 ただ、公共投資が大きく減る中で、経営と

技術にある程度すぐれた、あるいは地域経済

の雇用の担い手の中心であるといいますか、

雇用者が多いところを中心にある程度県とし

ても需給バランスを――アンバランスを是正

せないかぬという目的でやっております。 

 ただ、あとＢ、Ｃクラス、新しい基準の

Ｂ、Ｃクラスについては、こちらの方で調べ

たところでは、まあ従業員数も比較的少なく

て、あと市町村工事とか下請関係の工事の受

注割合が多いという状況でもありますので、

できるだけ下請工事にうまく入れるようにす

る取り組みをやっていかないかぬし、先ほど

請願の中でお話があったように、下請の実態

あたりもきちんと精査して、下請取引がうま

くなされるような取り組みもしていきたいと

いうふうには考えております。 

 

○松岡徹委員 今までは元請だった人が、い

わゆる日本の建設業界の大きな、何という

か、ゆがみといわれるその重層下請構造の中

に組み込まれていかざるを得ぬようになるわ

けですね。それは、やっぱり是とすべきもの

じゃないと、よいことじゃない、やっぱりそ

の条件は悪くなるわけですよね、業者の立場

から見ればね。 

 それから、この間何回か言いましたけれど

も、いわゆる公共投資が減る問題も、一般質

問で取り上げた――私に言わせれば、路木ダ

ムのようなのはそれはもう要らぬけれども、

何というかな、この間繰り返し言っているよ

うに、やっぱり今道路や橋などの老朽化が進

む中で、そういう生活密着型の公共投資は、

これからはやっぱり時代の要請としてはふや

していかないかぬ状況にあるので、その辺も

やっぱりよく見て予算の組み方を暫時切りか

えていくと、前向きに。そして、それと即応

する形で、やっぱり入札のあり方、業者の育

成も考えていくべきじゃないかなとは思うん

ですけれどもね。 

 

○金子監理課長 維持補修系については御指

摘のとおりだと思っております。 

 今回の補正予算についても、国の３次補正

を受けて、基本的にはその維持補修系を中心

に補正予算をお願いしているところでござい

ますし、今後、業者の、いわゆる格付業者の

今後の動かし方についても、その維持補修系

を念頭に置いた工事の発注あたりの工夫あた

りが必要になるかなと考えておりますので、

今後とも研究させていただきたいと思いま

す。 

 

○松岡徹委員 いわゆる、その維持、補修な

どが必要になってくるけれども、それが大体

どのくらいになるかというのをあるところで

調べたら、700兆円ぐらいになるというわけ

ですね、建設物だけで。だから、日本の、何

かこう――いつかも言ったけれども、コンク

リートから人へというのは言葉としてはいい

けれども、だから、むだなコンクリートは要

らぬけれども、やっぱり本当に国民が安心、

安全な生活を送っていく、それから地震とか

大災害とかもまた起こり得るという中で、真

剣にやっぱりそういう点での、老朽化してい

く社会資本の整備という問題では考えていか

ないかぬと。 

 それからもういっちょ、公契約条例の件で

すけれども、民民については、政府は、国の

方針としてなかなか難しいというお話だけれ

ども、そもそも言えば、ＩＬＯの94号条約で
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は、ずっと前から、いわゆる民民の関係で

も、しかるべき機関がやっぱり措置するとい

うふうになっているわけですよね。それを日

本政府がなかなかやってこなかったという中

で、それはいかぬということで、いわば下か

ら、まあ千葉県の野田市の市長さんの発言で

言うならば、国がやらぬなら自分のところか

らやるということで、条例という形でしてい

って、今、調べてみたら、1,227自治体の中

で864請願が採択されているようなんです

よ。 

 ですから、何か民民だからという時代では

ない――それは、民民で言うならば、下請代

金遅延防止法とか、そういったものも整備さ

れてきているわけだし、実際、何か感覚的に

は公契約で賃金が縛られると、収益がやっぱ

り悪くなるというふうに思われがちだけれど

も、やっぱり落札単価が適正になって、賃金

もきちっとなっていくということでいけば、

全体としては安定化していくわけで、そこら

辺はもう少し研究した方がいいんじゃないか

と。 

 我々議員の側も、大体私以上に自民党の先

生方や皆さん方、建設業者の皆さんと大変親

しくされているわけだから、やっぱりこの問

題は――新聞報道によれば、えらい知事が強

気でという話が載っとったけれども、本当に

災害や地域のさまざまなイベントやそういう

中で、いわばここで言うならば、切り捨てと

いう表現は好まれんかもしれぬけれども、そ

ういう対象になるＢ、Ｃクラスの業者の方

々、その従業員がやっぱり役割を果たしてい

らっしゃるわけで、そういう点では、もっと

やっぱりこの請願の趣旨に沿って行政も議会

も考えないかぬという趣旨で紹介議員になっ

たわけです。 

 それは答弁は要りません。一応、意見とし

て述べておきます。 

 

○山本秀久委員 今、松岡先生からいい話を

してもらっていますけれども、実は、公共事

業の問題とかいろいろな問題は、これから熊

本県としてどうあるべきかということはわか

っているわけですから、その都度公共事業の

問題に対しても縮小されてくるということ

は、そこに一つの縮小だからといってやめる

んじゃなくて、熊本県としては必要なんだと

いうことをどんどん出してもらうべき。そう

すると、議会としても、それを支援していか

なきゃならぬ。 

 今、民主党のやり方というのは、縮小の問

題を、さっき松岡先生も言ったけれども、人

間からコンクリートとかなんとか言うけれど

も、そうじゃないんだよ、やっぱり。人間が

住む以上は必要性があるわけですよ、コンク

リートというものは。それを、いかにして熊

本県としては、これが地域の活性化につなが

る問題であるということは、遠慮なしに出し

てもらうべきだと私は思う。その積み重ねが

必要なんですよ。 

 そうすると、雇用の問題にしても、今一番

建設業というのが、雇用が、その地域の活性

化につながっているわけですよ。そういう問

題点を提起していかなきゃならぬということ

ならば、共産党が出している問題だって解決

していくわけだ。 

 だから、やっぱり生活が成り立つために

は、そういうことも必要なんですよ。ですか

ら、熊本県としてやるべきものは、どんどん

遠慮なしに出すべきだと、言うべきだと、国

に向かって。そうすると、我々も、それに援

護していきたいと、そういう意見でおります

ので、よろしく。 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、採決に入り

たいと思います。 

 まず、請第13号については、いかがいたし

ましょうか。 

  （｢採択、不採択、挙手採決で」と呼ぶ

  者あり) 
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○小早川宗弘委員長 採択、不採択の両方の

意見がありますので、採択についてお諮りを

いたします。 

 請第13号を採択とすることに賛成の委員の

挙手を求めます。 

  （賛成者挙手) 

○小早川宗弘委員長 挙手少数と認めます。

よって、請第13号は、不採択とすることに決

定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査にすることを議長に申し出ることと

してよろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 それでは、そのように

取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が３件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、関係課長から説明をお願いしま

す。 

 

○林河川課長 河川課でございます。 

 報告事項１をごらんください。 

 川辺川ダムに関する最近の状況について御

報告いたします。 

 まず、１のダムによらない治水を検討する

場についてでございます。 

 (1)幹事会の設置ですが、９月５日に開催

されました第９回の検討の場において、直ち

に実施する対策を早急に進めるとともに、引

き続き検討する対策の検討をスピード感を持

って取り組む必要性について、認識の共有が

図られました。これを受け、具体的検討を進

める実務レベルの幹事会設置が了承されまし

た。 

 幹事会の設置目的、メンバーは、下の枠内

のとおりでございます。 

 設置目的は、３行目になりますが、実務レ

ベルで問題点や効果等を綿密に把握しなが

ら、機動的に議論することで、よりスピーデ

ィーに進めるためであります。 

 構成メンバーは、国、県、それに流域の12

の副市町村長等になっております。 

 (2)10月31日に開催されました第１回幹事

会についてでございます。 

 ２行下にございますように、国からは遊水

地、県からは市房ダムと川辺川筋の治水対策

について、検討するに当たっての考え方とそ

の効果について説明いたしました。 

 参加者からは、遊水地に対し、理解を得る

ことの困難性、治水への効果、具体的な箇所

などについて意見がございました。 

 なお、遊水地の候補につきましては、国か

ら、検討に際し、任意の箇所を設定したもの

で、説明は控えさせていただく旨の回答がご

ざいました。 

 (3)今後の対応方針でございますが、各市

町村の意見を聞きながら、遊水地、市房ダ

ム、河川改修等を組み合わせた場合の治水対

策の効果を次回会議で提示する予定でありま

す。 

 県におきましては、市房ダム、川辺川筋の

治水対策について、国と連携しながら早急に

検討を進めてまいります。 

 ２の五木振興に関する最近の動きについて

でございます。 

 五木村振興に係る基盤整備事業としては、

６月26日に開催されました第５回の五木村の

今後の生活再建を協議する場の決定事項に基

づき、国、県、村の実務者レベルによる協議

を行い、現在村において具体的な振興策の取

りまとめを行っているところでございます。 

 続きまして、報告事項２をごらんくださ

い。 

 五木ダムに関する最近の状況について御報

告いたします。 
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 １の再評価監視委員会における審議等につ

いてでございます。 

 １つ目は経緯になりますが、五木ダム事業

について、ことし７月の第１回委員会に、中

止の方針案を諮問いたしました。 

 10月17日に開催された第５回委員会での県

の説明に対し、五木ダムが必要との村民意見

が十分反映されていないとして、10月26日に

五木村から県へ抗議がありました。11月８日

には、ダム建設の促進に係る決議文が県に提

出されました。 

 県としては、11月９日の第６回委員会にお

いて、これらの状況を詳細に御報告いたしま

した。 

 その後、委員会からは、中止方針が妥当と

いう結論が出され、11月21日、県に正式に答

申がございました。 

 答申内容の要旨を下の枠内に記載しており

ます。 

 主な附帯意見として３点ございます。１つ

目は、設定洪水では溢水は発生しないことか

ら、ダムによる治水対策案の緊急性は低いこ

と、２つ目は、当地区の戦後最大洪水に対す

る治水対策については、地元の意見を丁寧に

聴取した上で、早急に取りまとめを行うこと

という意見でございます。 

 この当地区の戦後最大洪水に対する治水対

策のことを、当面の治水対策と呼んでおりま

すが、これは下の点線の枠内の１点目に記載

しておりますように、五木村の宮園・竹の川

地区での戦後最大規模であります平成17年９

月洪水を想定し、必要な対策を取りまとめた

ものになります。 

 なお、その下の２点目にありますように、

この平成17年９月洪水を上回る洪水に対し、

さらに必要となる対策を将来的な治水対策と

いうふうに呼んでおります。 

 これにつきましては、附帯意見の３ポツ目

にございますように、できるだけ早い時期に

河川整備計画基本方針レベルの洪水に対する

治水対策、ただいまの将来的な治水対策でご

ざいますが、この将来的な治水対策を講ずる

ことができるよう、上下流バランスを考慮し

ながら、国や関係市町村などと連携して対応

することとの意見でございました。 

 ２の五木村宮園・竹の川地区の治水対策に

ついてでございます。 

 まず、再評価監視委員会へ諮問後の８月か

ら９月にかけまして、五木村で今後の治水対

策に関する県の考えを御説明するとともに、

関係６地区で説明と意見交換会を実施いたし

ました。 

 その際伺った意見や再評価監視委員会の附

帯意見を踏まえ、治水対策案を取りまとめ、

村に説明要請を行ってまいりました。これに

対し、12月７日付で村から、治水対策案につ

いて説明を聞くとの回答がございました。 

 ３の今後の対応方針についてでございま

す。 

 五木村宮園・竹の川地区の治水対策は早急

に進める必要があり、今月20日、村に対し、

治水対策案の御説明を行う予定でございま

す。なお、あす14日には、村の御意向に沿

い、村議会へ事前説明を行う予定でございま

す。 

 今後とも、議会のさらなる御指導、御鞭撻

をお願いいたします。 

 以上です。 

 

○平井住宅課長 住宅課でございます。 

 報告事項３をお願いいたします。 

 熊本県住宅マスタープランの改定につきま

して、現在までの検討内容につきまして御報

告をさせていただきます。 

 まず、改定の経緯でございますが、平成18

年に、国民の住生活の基盤となる良質な住宅

の供給等を図ることなどを目的としました住

生活基本法の制定と国による全国計画の策定

が行われ、県におきましても、この全国計画

に即した熊本県住宅マスタープランを策定い
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たしました。 

 この計画は、５年後に見直すこととされて

おりましたが、昨年、平成22年度末に国の全

国計画が改定されたことに伴いまして、今回

県のマスタープランも見直すこととしたもの

でございまして、法定の計画でございます。 

 現在の熊本県住宅マスタープランにつきま

しては、資料の左欄にありますとおり、基本

方針や基本目標のもとに、５つの基本計画を

定めております。 

 資料の右欄が今回の改定についてでござい

ますが、まず、全国計画の見直しの要点は、

資料右欄上段の１全国計画の改定視点にあり

ますように、(1)耐震診断・耐震改修等の促

進、(2)サービス付き高齢者向け住宅等の供

給促進、(3)住宅の省エネルギー性能の向

上、(4)中古住宅の活用、(5)将来にわたり活

用される良質なストックの形成の５つの視点

であり、これとあわせまして、その中段の２

本県独自の改定視点としまして、(1)地域の

活性化、産業の振興、(2)熊本市の政令市移

行後の県の役割の２つの視点を加えまして見

直しを行いたいと思っております。 

 あわせまして、県営住宅のあり方につきま

しても、下段３にありますとおり、(1)将来

の入居需要への対応、(2)民間賃貸住宅との

役割分担、(3)立地する市町との役割分担の

３つの視点で見直しを行いたいと考えており

ます。 

 この県営住宅のあり方につきましては、裏

面の方で説明いたします。 

 裏面上段の左欄が公営住宅の役割、それか

ら、右欄の県営住宅の現状、これは県営住宅

入居者の月収、それから入居倍率、建物の老

朽化等を挙げておりますが、これと下段左欄

の県営住宅と取り巻く状況、これは、低額所

得者の増加や民間賃貸住宅の空き家の状況、

熊本市の政令市移行などでございますが、こ

れらを踏まえまして、下段右欄にございます

が、先ほど申しました３つの見直しの視点か

ら、県営住宅は、より住宅に困窮する世帯の

もののためになるようにと考えております。 

 このため、右の最下段にありますように、

まず民間の賃貸住宅が受け皿となれるような

世帯につきましては、それにゆだねまして、

入居対象者は、より収入が低い世帯とし、既

存ストックにつきましては、できるだけ長寿

命化を図って有効活用していくとともに、住

みかえによる県営住宅の集約化などによりま

して、総管理戸数は縮減していくという方向

で整理をしたいと考えております。 

 なお、この県営住宅の整備方針も含めまし

たマスタープランの今後の改定スケジュール

につきましては、表面に戻っていただきたい

と思いますが、この右下の欄にありますとお

り、外部有識者による検討会の意見等を聞き

ながら策定を進め、またパブリックコメント

等も経まして、来年６月のこの委員会で御報

告を申し上げ、その後公表を行いたいと考え

ております。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○小早川宗弘委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。質疑はあり

ませんか。 

 

○東充美委員 先ほどの専決処分のもありま

したけれども、ここ数年間、家賃滞納の提訴

状況が、37ページの報告を見ると、１けたに

減ってきているんですけれども、これは入居

の、今言われたけれども、低所得者層の入居

を今から見直すというように言われましたけ

れども、これだけ減ってきたということは、

何か審査基準というか、あれが少し変わって

きたんですかね。昔は何十件と出ているけれ

ども。 

 

○平井住宅課長 これは、長年にわたりまし

てこういった法的な措置を続けてきておりま
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して、その結果、そういった滞納をされる

方、特に悪質な方ですとか、そういった方が

減ってきているということで、こういうふう

に提訴の人数は減ってきているということで

ございます。 

 

○東充美委員 武蔵ヶ丘の県営住宅なんです

けれども、今いろいろ外壁等の手直しをやっ

ていますけれども、何といいますか、所得は

別にして、年齢層というのはどういう状況が

――60歳以上がどのくらいおられるか、わか

りますかね。 

 

○平井住宅課長 詳しくはあれですが、大体

60歳以上は――公営住宅法では、60歳以上の

方を一応高齢者というふうに定義づけてあり

ますが、60歳以上の方が既に半数以上御入居

されているという状況でございます。 

 

○東充美委員 半数以上というと、例えば、

あそこは４階ですかね、１階、２階、３階、

４階というか、高層階になると、結局、私た

ちもよく行くんですけれども、階段ですよ

ね、エレベーターがないので。そういう高齢

者の方々が――上の階におられる方々と下の

階におられる方々の生活というのは、ちょっ

と厳しいと思うんですけれども、そういう、

何といいますか、例えば、４階に入居したら

ずっと４階におらなければならないとか、１

階だったら１階にずっとおらなければならな

いとか、そういうあれは、何といいますか、

例えば高齢者だったら、１階に優先的に入居

させるとか、そういうあれはやっておられる

んですかね。 

 

○平井住宅課長 武蔵ヶ丘は５階建てでござ

いますが、そういう上の方にお住まいになら

れていて、やはり年とともに階段の利用が非

常に困難になってきたとかいう方につきまし

ては、住みかえ制度を現在導入しておりまし

て、１階、２階、それからエレベーターを設

置しております住宅につきましては、エレベ

ーターの停止階の方への住みかえができるよ

うに今はしております。 

 

○東充美委員 上から下へ住みかえですね。 

 

○松岡徹委員 まず河川課関係で、１つは川

辺川ダム関係で、検討会なんかに出て思うの

は、やっぱり市町村長さんの思いというの

は、いつそぎゃんなっとかと、予算がついて

ということでのもどかしさがあられると思う

んですけれども、それで、幹事会をつくっ

て、さらに具体的に詰めるということだけれ

ども、来年度予算、まあ震災とか何かでいろ

いろ難しい面はあるけれども、災害は災害対

策だからですね。 

 川辺川関係で、いわゆる緊急に、直ちに実

施する対策の中のそれぞれの対策での予算

は、かなりつく見通しかどうかですたいね。

例えば、人吉橋左岸の下流の第一索道のとこ

ろの改修とか、いろいろありますよね。そう

いうような一つ一つのところが、まあ改修は

基本的には下からと言うけれども、下からで

もいいけれども、計画的に来年度はかなり進

むのかなと。そういうのをやっぱり進めなが

ら議論もしていかないと、フラストレーショ

ンはたまるばかりというふうになってきて、

議論自体も難しくなるんじゃないかなという

のが１つですね。 

 それから、五木ダム関係で、私も、実は、

この五木の大水害のときは、学生時代ここに

１週間泊まり込んで、この宮園小学校に寝泊

まりして災害救援したこともあるところで、

だから、やっぱりあのときの状況を体験して

いらっしゃるわけだから、地元の思いという

のはやっぱりあると思うんですね。 

 ですから、そういう意味では――であるな

らば、県が五木ダムについてそうするのであ

るならば、それにかわる戦後最大規模の洪水
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に対して、きちっとこうしますと、いつまで

というような責任あるものを、今度知事が行

くなら、やっぱり示さないと話にならぬと思

うんですよ。 

 いわば、かわる対策といえば、一般的に言

えば堤防のかさ上げとか、掘削とか、川幅を

広げるとか、いろいろあるかと思いますけれ

ども、その辺はちゃんと準備していかれるの

かなと、知事が行くときですね。 

 河川課について、まずその２点。 

 

○林河川課長 まず、川辺川についてでござ

いますけれども、予算に関しましては、今後

の予算措置につきましては、その各年度の予

算の状況ですとか、全国的な観点から見た事

業の緊急性、重要性、そういったもので予算

措置されますので、現時点では確定的なこと

は申し上げられませんけれども、県といたし

ましても、流域住民の不安を解消するために

は、早急にやっぱりやっていただかなきゃい

けないということで、特に市町村長さんの方

からもそういった御要望はございましたの

で、予算規模の拡大については、県といたし

ましても、スピード感を持って取り組んでい

ただくように国の方にはお願いしたいと、強

く要望していきたいと思っております。 

 それから、五木ダムにつきましては、地元

の思いということでございますけれども、確

かに地元には、まだまだダムについて実施し

てほしいという思いがあるのは、これは確か

でございます。 

 これにつきましては、確かに、現在我々の

方でまとめております治水対策につきまして

は、村民の皆様の御意見、それから説明会で

のあるいは意見交換会での意見を伺ってまと

めた一応対策でございます。 

 河川の掘削ですとか、護岸の整備といった

治水対策、これはもちろんでございますけれ

ども、土砂災害に対する対策、それからソフ

ト対策、こういった県としてもでき得る限り

の治水対策を取りまとめておりますので、御

理解いただけるように県としても進めてまい

りたいと思っております。 

 

○松岡徹委員 川辺川ダムについては、知事

がああいう表明をされた、それで流域の方々

も、まあ相良と人吉以外の首長の人たちも、

であるならばということで参加されているわ

けですね。 

 ですから、知事を先頭に、予算獲得にして

も、やっぱりはまって国交省にかけ合って、

直接、知事がよく言う、得意のその人脈を生

かして予算もとるというようなことで頑張っ

てもらう必要があると思います。 

 それから、五木ダムについて、やっぱり河

川改修と同時に、ダムについても、想定外の

水が出たら、ダムはある面ではもっとひどい

結果をもたらしたりするわけですから、今課

長もおっしゃったように、戦後最大規模に対

応する、いわゆるハード面の対策と同時に、

ソフト面も含めた、そういうようなこともよ

く説明し、理解を得るような努力も必要かな

というふうに思います。 

 もう１つ、住宅関係について、公営住宅

の、これについては来年６月ということなの

で、ここで見直しの方向性と言われている点

については大変大きな問題点を感じますの

で、一般質問でやるかどこでやるかはわかり

ませんけれども、今後議論したいと思いま

す。 

 きょう伺いたいのは、現在のプランでも掲

げられている、そして改定でも言われている

中古住宅の活用というふうになっている住宅

リフォーム制度の本格的な、いわゆる秋田県

型の住宅リフォームの助成については、この

改定の議論の中ではどういうふうに考えてい

らっしゃるかということをちょっと伺いたい

と思いますけれども。 

 

○平井住宅課長 現在のマスタープランの中
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でも、このリフォームの推進につきまして

は、やはり情報提供ですとかあるいは相談窓

口の設置、そういったものでリフォームの推

進をしていくということでございまして、今

後も、今委員がおっしゃったように、秋田

県、それから県下でも幾つかそういったリフ

ォームの制度を立ち上げているというところ

もございますが、やはり県としましては、一

定の政策目的のもとにやるというのが必要だ

というふうに考えておりまして、そういった

ものは、今現在県でも、省エネですとか、障

害者対策あるいは地産地消ということで行っ

ておりますので、私どもとしましては、また

引き続きそういった支援をするという立場で

リフォームを進めていきたいというふうに思

っております。 

 

○松岡徹委員 秋田型の住宅リフォームと言

ったんですけれども、どうですか、秋田に行

ってからちょっと調査、分析なんか県の住宅

課としてはしたんですか。 

 

○平井住宅課長 そこまではやっておりませ

ん。公開されておる情報で承知しておりま

す。 

 

○松岡徹委員 僕は、いわゆる景気・経済対

策として、麻生内閣以来、財政課に出しても

らったら、1,400億円以上来とるわけですよ

ね。いわば麻生内閣、鳩山内閣、菅内閣の１

次、２次、それ以後もまたあるわけで、その

中に社会資本整備総合交付金とか地域活性化

交付金とかでは、住宅リフォームなんかに使

っていいというようになっているわけです

よ。だから、ちょこちょこじゃなくて本格的

なやつをやると。 

 私は、秋田についていろいろ調べてみたん

だけれども、住宅課が調べていないと言うか

ら、少し話させていただきたいと思いますけ

れども、秋田は、人口が108万人と、2010年

３月からこれまで１年９カ月にわたってやっ

て、ここは工事50万円以上、建て主に10％、

上限20万円補助ということなんだけれども、

リフォームの助成の申請戸数が２万4,000

件、補助交付額が33億円、工事総額が497億

円で、補助額の大体15倍の効果がある。つま

り、住宅リフォームのいいところは、公の金

を少し出すことによって、それならばという

ことで民間のいわば資金を引き出す、そうい

う効果があるわけですね。ですから、工事額

で15倍と。 

 さらに、それがさまざまな経済波及効果が

どうかというと、780億円というんですよ、

秋田県の。23.6倍。秋田の場合は、独自のエ

コカー助成というのを13億円やったらしいん

ですけれども、この波及効果は91億円で約７

倍だったんだけれども、住宅リフォームの方

はもうはるかに効果が上がっていると。 

 今、熊本県内では、私の調べたところで

は、７市５町が、いわば基礎自治体としての

住宅リフォームの実施ないしは近く実施とい

うふうになっているようですけれども、秋田

の場合は、25市町村のうち22市町村がやって

いるから、県の助成と市町村の補助とが合わ

さるものだから、１戸当たり30万、40万の補

助になるから、そういう意味で、さっき申し

上げたように、23.6倍の波及効果になったり

なんかするんですね。 

 ですから、さっきの建設産業の入札問題と

も関係するけれども、こういうお金は国から

来ているわけだから、そういうのは本当に熊

本の経済浮揚に――１つの事業で780億円の

波及効果がある事業なんかめったにないです

よ。そして、それがまた雇用につながる。同

じ金でも、いわば大企業のように本社に持っ

ていかれるわけじゃなくて、県内で循環する

わけだから。 

 こういう点はもっと――前々から秋田のこ

とは言っているわけで、やっぱりチームで秋

田に行って、詳細に調べて、そういうのがど
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うなのかというようなことを、もう少し土木

全体としても、住宅課としても考えてやって

いただきたい。 

 どうせマスタープランを見直す、その中

で、いわば中古住宅の活用とか耐震改修とか

言っているわけで、このリフォームの中に耐

震も入れればいいんです。山鹿なんかそうな

っているんですけれどもね。そういうような

点は、ぜひこの見直しの中で考えていただき

たいと。 

 答弁は要らないので、一応、調べていない

と言うから、私なりに調べたことを紹介して

おきたいと思います。 

 

○山本秀久委員 さっき川辺川ダムとか五木

ダムの問題は、政府の出方次第だから、熊本

県は24年度片づけますよと言いなさいよ。政

府の出方次第では片づけますよと、24年度に

は。それだけ強く言うべきだよ。 

 

○堤泰宏委員 この住宅マスタープランの２

ページ、これは非常に問題点が提起してある

と思います。 

 まず、低所得者世帯、一番左の方ですね。

低所得者世帯が200万未満と300万未満に区分

して載っていますね、平成21年。だんだんふ

えています。２つ合わせると約30％ですか

ね。 

 それで、今の世情では、いろいろ派遣と

か、若い人の就労先がないとか、または生活

保護が210万人にふえておるとか、いろいろ

ニュースが流れておりますけれども、果たし

て300万未満がこれは低所得世帯なのかなと

思います。 

 熊本では、300万未満、すなわち200万以上

300万未満が15.3％と、これは計上してあり

ますけれども、私は、これはあんまり熊本で

は低所得者じゃないのじゃないかなと思いま

すので、ここは検討されてもらいたいと思い

ます。 

 それから、その下ですね。これは非常にあ

れですけれども、熊本市の政令市移行にと書

いて、ここから政令市に移行するが――して

もしなくても一緒と思うんですけれども、県

営住宅の８割が熊本市内に偏在していると書

いてあります。それから、参考資料で、市営

住宅が約１万3,000戸ですかね。県営住宅と

市営住宅で２万2,000戸ぐらいかな。非常に

公営住宅が熊本市に集中しているような気が

いたします。 

 そして、その上、民間の空き家が云々とい

うことが書いてありますね。それで、民間の

住宅というのは、もう建ててから30年、40

年、中には木造で50年ぐらいのもありますも

んね。一番安いのじゃ、２間、２Ｋですか

ね、それぐらいで１万円台から今ありますも

んね。１万円台ですよ。まあ、１万5,000円

か、１万9,000円か。決して低所得者の人が

入りきらんような家賃じゃないんですよね、

現実は。もう住宅課長はよく調べておられる

と思うんですよね。数が２万数千、そして、

民間は空き家率が非常に高くなっていると。 

 その中で、県営住宅の今からの見直しのこ

ともここに書いてありますよね。古くなった

県営住宅を建て直すということは、非常に何

か状況が厳しいような気がしますので、方向

を――やっぱり私、何回も同じ質問をさせて

もろうとっとですけれども、なかなか方向を

おっしゃらぬですな。やっぱり方向性を私は

出されたがよくないかと思うですね。国家公

務員住宅は、はっきり方向が出たようですけ

れどもね。 

 空き家率が、やっぱり賃貸住宅は３割と思

ってください。３割以上。だから、逆にこの

３割を有効活用して――県の管理している住

宅が、どしこだったかな、8,446戸。これは

物すごいエネルギーと経費が要ると思うんで

すよね。 

 ですから、ここをぜひ検討してもらいたい

と思いますが、住宅課の課長さんは、そうい
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うマスタープランを何かお持ちなら、ちょっ

と話をしてみてください。 

 

○平井住宅課長 最初におっしゃいました低

額所得者というふうな考え方につきまして

は、少し整理させていただきたいと思ってお

ります。 

 それから、今の県営住宅の今後の整備の仕

方ということでございますが、先ほども説明

いたしましたが、基本は、公営住宅につきま

しては、整備主体は市町村というふうに考え

ております。 

 それから、民間賃貸住宅につきましても、

確かに空き家は多うございますが、この中で

も、やはり古いものあるいは狭いものという

のも多くございます。やはり公営住宅にお入

りになっている方が、一定の水準を保つ必要

があると。そういった居住水準を下げない

で、そういったことで受け皿になるような民

間の賃貸住宅は、やはりぜひ活用していかな

ければいけないと。 

 そういったこともしながら、県営住宅につ

きましては、年々老朽化してまいります。そ

ういったものにつきましても、私どもとしま

しては、まず前提は建てかえということでは

なくて、まずそういった活用できるものを活

用した上で、その後、県営住宅についても、

最終的にどのような形にしていくかというこ

とを今後検討していきたいとふうに思ってお

ります。 

 

○堤泰宏委員 けさの新聞、年金基金が、民

間会社、8,500億の積み立て不足と熊日に載

っとったですよね。これに答弁ば求めるんじ

ゃないですよ。社会の現状がそんな感じです

よね。それから、将来は、１人で住む人です

ね、独居住居が恐らく国民の４割ぐらいにな

るんじゃないかという予想もあるんですよ

ね。 

 そうしますと、広い住居よりも、狭くても

お金のかからない住居ですよね。極端に言う

と、１部屋にふろ、台所がついとって、安い

方がええと。年金も当てにならないと。国民

の、まあ民間企業とか自営業の人たちは、私

は、かなり深刻にそういうことを考えている

ような気がいたします。 

 快適な住まいは理想であるけれども、一番

はやはり安く住める住居と、そういうことを

念頭に置いておられんと、熊本県の住宅の政

策というかな、そういうのはなかなか難しく

なると思うですね。とにかく安いが一番と、

私はそんなふうに感じます。 

 年金のことも今お話ししたですけれども、

介護保険の値上げなんか、これは夢のまた夢

ですよね。そういう安い住宅の供給をいかに

したら守れるかと。一般の人は、ぜいたくな

暮らしを今から求めないと思うですよ。家賃

が安い。課長は、どんなお考えを持っておら

れるかと思って、政策的にですね。 

 

○平井住宅課長 確かに、今生活も大変厳し

くなっているということで、家賃も大きな要

素だと思っております。 

 ただ、考える順番としましては、まずは家

賃と、それからある一定の居住水準、まあ居

住面積になりますが、例えば、今最低居住水

準というのが定めてございますが、１人世帯

で25平米、４人世帯だと50平米という基準が

ございます。 

 従前から、こういった最低居住水準のもの

はなくそうという方向で住宅政策も進められ

てまいりましたし、やはりまずはそのような

ことも考えながら、また、そういった実際の

家賃のことも考えながら対応していく必要が

あるというふうに思っております。 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、これで報告

に対する質疑を終了いたします。 

 次に、その他で何かございませんか。 
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○山口ゆたか副委員長 今定例会の７日だっ

たと思いますけれども、小早川委員長から、

県内建設業者の受注拡大について質問が提起

されて、土木部長の方から、答弁として、熊

本市に対して入札に関する助言や情報提供を

行うと答弁があったように記憶しておるんで

すが、執行部としては、具体的にどのような

働きかけができるのか、ちょっと説明いただ

ければと思います。 

 

○金子監理課長 １点は、発注のやり方、発

注の方法とかの運用に関する助言とか、ある

いは県内の建設企業の施工能力とか施工実績

等の情報提供等がまず考えられると思ってお

ります。 

 

○山口ゆたか副委員長 ほかには何かないで

すかね。もうちょっと何か、いろんな場で問

題提起していくことも大事かなと思いますけ

れども。 

 

○金子監理課長 この問題は、熊本市に限っ

た話ではなくて、県下全域の市町村が同様の

発注のやり方をやっているんだろうと思いま

す。したがいまして、県内企業への受注機会

の確保のためには、県内の市町村、熊本市だ

けではなくて県内市町村に対して、県の中小

企業の振興条例とかあるいは現在作成してい

る建設産業振興プランに基づいてきちんとし

た要請を行うということと、あと、県内の各

市町村が一緒になって公契連、公共工事契約

業務連絡協議会というのを組織しておりま

す。その中で、研修会等もやっております

し、集まった会議等もやっておりますので、

その中で、そういう県内企業の受注促進に向

けた要請を行うとか、あるいは施工実績等の

情報提供を行うという作業が可能かと思って

おります。 

 

○山口ゆたか副委員長 この問題について

は、９月の当委員会でも発言させていただい

て、どういうことが有効かというのをさまざ

ま模索してまいりましたけれども、今のとこ

ろ、やはり執行部の方からいろんな協議会等

の場を通じて働きかけていただくのが妥当で

はないかというふうに思いますので、でき得

れば委員会として、皆さんに御同意いただけ

るならば、執行部の要請としてそういった働

きかけ、県内企業の受注拡大が見込めるよう

な働きかけをしていただきたいと、行政の方

でですね。働きかけをやっていただきたいと

いうふうに、ちょっと委員会の方で意思表示

をしたいと思うんですが、いかがでしょう

か。 

 

○小早川宗弘委員長 その件について、それ

ぞれ委員の皆さん方、県内の建設業者の受注

機会の拡大というふうなことで、熊本市に対

して、特に政令市に伴って、予算規模も大き

くなりますので、そういう要請、要望をしっ

かりと熊本市さんに伝えていただきたいとい

うふうに思います。それは皆さん方は……。 

 

○松岡徹委員 関連してよかですか。 

 課長の言葉じりをとるわけじゃないけれど

も、よそもと言うと熊本市は、ちょっとやっ

ぱりひどい実態にありますよ。ですから、そ

の点は、副委員長が提案された趣旨には大い

に賛成ですね。 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、そのように

強く要望、要請をしていただきたいと思いま

す。 

 ほかに。 

 

○緒方勇二委員 話ががらっと変わるんです

が、歩道の整備のことでお尋ねしたいんです

が、道交法との整合性です。 

 自転車が、３メーター以上の歩道でなけれ

ば歩道上を走れない、この取り扱いですね。
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単県事業で、やさしい道づくり等々で歩道を

整備いただいていますが、事例を挙げます

が、私の地元は、国道の歩道が１メーター程

度です。ようやく平成の大合併で統合中学校

が来春４月にスタートしますが、歩道を保護

者の方たちは自転車の通学をさせてくださ

い、警察の方は車道ですよ。当初、歩道を通

行可ということで標識の設置もお願いしてあ

ったんですが、これが多分できないような状

況になっております。一体どういうふうに子

供たちに指導等々をしていけばいいのか。 

 本当に３メーターの歩道が整備されていく

のかどうかもわかりませんし、既存の歩道の

幅で今後もやさしい道づくり等々できちんと

整備されていくんでしょうけれども、その辺

の兼ね合いですね。一体どのように道交法と

道路の整備等で――この辺の解釈がわかりま

せん。ひとつ教えていただければと思います

が。 

 

○亀田道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 今の緒方委員の御質問でございますけれど

も、ことしの10月に警察庁から、良好な自転

車交通の秩序の実現のための総合対策を推進

するということが発表されておりまして、警

察庁の今後の指導のあり方としては、今おっ

しゃいましたように、基本的には自転車は車

道を通るのが原則という考え方であります。 

 ただ、そうは言いながらも、まだ自転車が

車道を走行するための環境が整っていないの

も実情でございまして、今までの整備の進め

方としては、自転車道、これは歩道と自転車

と車道を完全に分離するやり方、それから、

車道に自転車のレーンを、自転車帯を設ける

やり方、それともう一つは、委員がおっしゃ

いましたように、３メーター程度の歩道であ

れば、特例といいますか、自転車も通っても

いいと。公安委員会が指定する区間について

は、特例として広い歩道については自転車も

通行が可能なようになっております。実態と

しては、そういうところが一番多いと思われ

ます。 

 これが極端に、この警察庁の通達といいま

すか、発表がなされたために、すぐに自転車

を車道に排除するといいますか、歩道から排

除して車道に出すという指導の仕方は――県

警の交通所管をする部署に確認をしてみたと

ころ、いきなりそういった急激な変化はやら

ない、指導はやらないというのが実情のよう

でございます。 

 ただ、将来的にはやっぱり、特に市街地を

中心に、そういった自転車の走行環境の取り

組みをやっていく必要があるのかなというふ

うに、道路管理者の方としても考えていると

ころであります。 

 

○緒方勇二委員 その通達のただし書き等々

をよくよく考えてみれば、歩道でも行けるん

だろうと思うんですね、現状のですよ。ただ

し、その標識の設置がなされない。ここは、

歩道の幅員が３メーターとかあるいは車道側

に走行レーンを設けるとか、そういう実態に

そぐわない内容なので、しかしながら、実態

は、歩道を走った方がより安全だと皆さん認

識されているわけですね。 

 標識の設置をお願いしたいというお願いを

していたら、逆に設置はできない、警察の方

はですね。そこの解釈が、まあ県警の方にで

も逆に指導をしていただいた方が、子供たち

の今後の安全確保のためにですね。道路整備

の方が遅々として進まなくて、どういう形に

なっていくのかも示し得ていない中で、実態

とそごが生じているんじゃないかなと。その

辺を指導、助言等をしていただかないと、私

たちの地元は、統合中学校になって、国道等

を通ります。県道も通ります。実際１メータ

ーほどもない歩道がたくさんございます。そ

ういうところを、どういうふうに安全確保を

して、道路管理者として、あるいは公安委員
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会かもしれませんけれども、そこら付近の整

合性を、ぜひ助言なりしていただきたいんで

すね。どうですかね。 

 

○亀田道路保全課長 道路の、いわゆる道路

構造令という、私どもが道路をつくる際によ

りどころとする法令があるんですけれども、

その法令の中では、自転車、歩行者、先ほど

申しました３つのパターンがあって、自転車

と歩行者が混在する道路、空間ですね。これ

については、たしか有効幅員の２メーター50

以上の道路でないと、自転車歩道という位置

づけは従来から道路管理者としてもしてこな

かった経緯はございます。 

 ただ、委員がおっしゃるように、実態とし

て、非常にそういう高規格の歩道は少ないも

のでございまして、本来であれば、そういっ

た自転車が多い道路については、そういう規

格の高い道路を整備すべきところではあると

は思っておるんですけれども、実態としてな

かなかそれができていないというのも実情で

ございまして、片や、やっぱり歩道なもので

すから、歩行者の安全性も一義的には考える

必要もあるものですから、そういうところで

公安委員会あたりも、狭い歩道については、

なかなか自転車が通行できるような指定はで

きないのが実態のような感じがします。 

 具体的に事例をちょっと示していただい

て、地元の方で、所轄と道路管理者である私

どもの方で一度協議をすることは可能かと思

いますので、ぜひ具体的にどの辺が一番そう

いう必要性があるかというのを教えていただ

ければありがたいと思うんですけれども。 

 

○緒方勇二委員 ぜひ事例を示しますので、

指導、助言なりをしていただきたいと思いま

す。  

 それからもう１点ですけれども、この住宅

マスタープランの中で、中古住宅の活用とあ

りましたが、今の歩道とも関連します。 

 今空き家がたくさんふえています。本当に

シャッターが閉まってですね。この中で、耐

震診断、耐震改修等の促進とうたわれていま

すが、今後、公が手がつけられない空き家等

がいっぱいふえてくるんですね。これが通学

路であったりするわけですが、いざ防災の観

点、それから防犯の観点等々を考えれば、こ

れは何がしか手を打たないと、危険家屋が多

過ぎます。本当に地震が来れば、一発でやら

れるんじゃないかなというような家屋が、ま

あ金融機関が持っているのか、債権者がどな

たなのかわからないような、そういう家屋の

点在が本当に見受けられるような気がしま

す。まあ、路線価の高いところあたりは、い

ろいろと再開発とかが進むかもしれません

が、地方の現状はもっともっと違うような気

がいたします。それはお願いです。検討して

みてください。 

 それから、これはちょっと変わりますけれ

ども、請第13号の件で、私、公契約はまだ早

過ぎると思って、そういう立場で否決に回り

ましたが、この請願の中身については、本当

にそうだろうと思います。 

 監理課長は、Ｂ、Ｃクラスの社員の数と

か、小規模だというような認識でおられます

が、地方にとっては、Ｂ、Ｃクラスの方は、

地域防災を大いに担っている職人さん方、そ

ういう方たちをたくさん雇用されているのが

本当の実態のところです。 

 そういう働く人たちが、本当にこういう形

で意見を申し述べられましたけれども、１万

5,000円の60何％で9,000円とか、そういう世

界になりつつある、その重層構造も本当にわ

かります。 

 だから、その辺の認識をもっともっと調べ

ていただいて、今度建設単価の予算がついて

いましたけれども、翌月に反映するような形

とおっしゃいましたけれども、もっともっと

精査していただきたいなと思うんですね。 

 本当に地方の地方では、働きながら消防団
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に入ったり、いざ有事の際には一生懸命やら

れる人たちがたくさんおられますので、そう

いう認識のもとで、実態に即した調査をお願

いしたいなと思います。これは要望です。 

 

○泉広幸委員 私は、簡単に２件ほどちょっ

とお尋ねというか、したいと思います。 

 実は、県発注工事の下請についてなんです

けれども、県では、やはり下請の優先の規定

があると思います。その中で、やはり県産

材、そして県内企業への採用に努めるという

ようなことで、私もお聞きをいたしておりま

した。 

 実は、ことし、多分８月ごろだったと思い

ますけれども、これは天草の林道工事、その

件で、人吉の業者の方が落札をされたと伺っ

ております。その下請で、県外の、鹿児島の

方が下請をされたということで今伺っており

ます。 

 そうした中で、県は、やはり適切な、そう

いう下請に対して指導をされたのか、そし

て、そうした場合の選定理由は何かあったの

か、その１点と、あと１点は、本渡港の港湾

施設の件についてちょっとお尋ねをいたした

いと思います。 

 実は、多くの、例えばこの前もありました

けれども、県内の中学校の駅伝大会等ありま

したけれども、そのときに県は港湾施設を駐

車場としては貸せないと。やはり多くの、そ

うした県内から集まったときには、船舶関係

にそこのスペースを少しでもあけて、有効利

用させていただけないものかなということも

あわせてお願いをしたいと思いますし、先般

は、天草の農業者の集いといいますか、農業

祭のときにも、やはり県は渋っておりまし

た。 

 そういうことで、多くの市民の皆さんが、

生産者、農業者の皆さんが集まる集いでも、

やはり港湾施設を開放してもらえれば、地元

の方も大変助かるということでおっしゃって

おりましたので、これは要望ですけれども、

よろしくお願いをいたします。 

 

○金子監理課長 １点目の関係でございま

す。 

 天草の方は、林道工事とおっしゃいました

ので、土木所管の工事ではないので、どうい

う下請状況かというのは承知しておりませ

ん。 

 ただ、今年度からの下請報告書に、県内企

業以外の、いわゆる県外企業に下請を回す場

合については理由書を記載するようにしてお

りますので、その中で、内容を確認したり、

指導はされているというふうに思っておりま

す。 

 

○泉広幸委員 ぜひ、そこのところは踏まえ

て、やはりせっかくの工事ですから、県内業

者が受注できるように、下請ができるよう

に、もっともっと強い指導をお願いしたいと

思っております。 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、以上で質疑

を終わりたいと思います。 

 本日の議題はすべて終了をいたしました。 

 最後に、要望書が８件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。御参考までにごらんいただきたいと

思います。 

 それでは、これをもちまして第４回建設常

任委員会を閉会します。お疲れさまでござい

ました。 

  午前11時57分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  建設常任委員会委員長 
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